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第３節 手数料 

手数料については、宇城広域連合消防事務手数料条例（平成 19 年４月１日宇城広域連

合条例第 39 号）によるほか、次によること。 

１ 許可申請手数料 

（１）設置許可又は変更許可申請の提出後であって、許可前に指定数量の倍数変更をする

場合 

ア 指定数量の倍数変更により、許可申請手数料が増加することとなるときは、増加

後の数量に係る手数料との差額が必要であること。 

イ 指定数量の倍数変更により、許可申請手数料が減少することとなるときは、すで

に申請に関する審査、手続き等の役務の提供が開始されているので、減少後の数量

に係る手数料との差額は返還しないものであること。 

（２）設置許可を受けた製造所等で、完成検査前に変更許可申請をする場合 

ア 指定数量の倍数に変更がないときは、設置許可手数料額の２分の１となるもので

あること。 

イ 指定数量の倍数に変更があるときは、増減後の倍数に対応する設置許可手数料額

の２分の１となるものであること。 

２ 完成検査申請手数料 

設置又は変更の完成検査申請をする場合（S48.8.2 消防予第 122号質疑） 

（１）設置の完成検査前に変更許可を受け、完成検査申請をするときは、設置の完成検査

申請手数料となるものであること。 

（２）設置又は変更の許可を受けた後に、倍数を変更して完成検査申請をするときは、変

更後の倍数をもとにした完成検査申請手数料となるものであること。 

（３）設置又は変更の許可を受け、工事が完成する見込みで完成検査申請を行った後に、

当該完成検査前に変更許可申請が行われた場合で、完成検査検査手数料が増加すると

きは、当該手数料との差額が必要となり、減少するときは、その差額は返還しないも

のであること。 

３ 特定屋外タンク貯蔵所及び準特定屋外タンク貯蔵所の変更許可申請手数料 

次の各号に掲げる特定屋外タンク貯蔵所及び準特定屋外タンク貯蔵所に係る変更許可

の申請手数料については、特定屋外タンク貯蔵所及び準特定屋外タンク貯蔵所以外の屋

外タンク貯蔵所とみなした手数料となるものであること。 

（１）特定屋外タンク貯蔵所及び準特定屋外タンク貯蔵所にあっては、タンク本体（告示

第４条の 21の３で定める特定屋外タンク貯蔵所の屋根工事を含む。この項において同

じ。）並びに基礎及び地盤、地中タンクに係る特定屋外タンク貯蔵所及び準特定屋外タ

ンク貯蔵所にあっては、タンク本体及び地盤の変更以外の変更の場合 

（２）旧基準の千 kℓ以上１万 kℓ未満の特定屋外タンク貯蔵所にあっては、平成 25年 12月

31日（当該日までの間に、平成 21年政令第 247号により、休止の確認を受けているも
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のについては、危険物の貯蔵及び取扱いを再開する日の前日。これらの日前に新基準

に適合することとなった場合にあっては、当該適合することとなった日）までに行わ

れた変更許可申請（新基準に適合させるためのものを除く。）の場合 

（３）旧基準の準特定屋外タンク貯蔵所にあっては、平成 29 年３月 31 日（当該日までの

間に、平成 21年政令第 247号により、休止の確認を受けているものについては、危険

物の貯蔵及び取扱いを再開する日の前日。これらの日前に新基準に適合することとな

った場合にあっては、当該適合することとなった日）までに行われた変更許可申請（新

基準に適合させるためのものを除く。）の場合 

注１：旧基準の特定屋外タンク貯蔵所とは、既設の特定屋外タンク貯蔵所のうち、

昭和 52年２月 15日、現にその構造及び設備が政令第 11条第１項第３号の２

及び第４号の基準に適合していなかったもので、平成７年１月１日、現にそ

の構造及び設備が新基準に適合しないものをいう。 

注２：旧基準の準特定屋外タンク貯蔵所とは、平成 11年４月１日、現に設置許可を

受け、又は設置許可申請がされている準特定屋外タンク貯蔵所で、その構造

及び設備が新基準に定める基準に適合しないものをいう。 

注３：新基準とは、特定屋外タンク貯蔵所にあっては、改正後の 52年政令附則第３

項各号に掲げる基準をいい、準特定屋外タンク貯蔵所にあっては、政令第 11

条第１項第３号の３及び第４号の基準をいう。 

４ 完成検査前検査申請手数料 

完成検査前検査申請をする場合 

（１）溶接部検査手数料は、特定屋外タンク貯蔵所でタンク本体の変更に係る工事につい

て必要となるものであること。 

（２）基礎・地盤検査手数料は、特定屋外タンク貯蔵所で、基礎・地盤の変更に係る工事

について必要となるものであること。 

５ 移送取扱所に係る申請手数料 

移送取扱所の許可申請及び完成検査申請をする場合 

（１）許可申請及び完成検査申請の手数料は、配管の延長、最大常用圧力を基準として算

定すること。 

（２）配管が複数本ある場合は、配管の長さの合計ではなく、任意の起点から任意の終点

までの当該配管の延長のうち、最大のものを算定すること。 

６ 完成検査済証の再交付申請手数料（S57.1.19 消防危第 10号通知） 

  完成検査済証の再交付にあたっては、手数料を徴収しないものであること。 

 


